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意見書案第 ３０ 号 

 

 

コロナ禍での消費拡大対策の強化と水田活用の直接支

払交付金の見直しに関する意見書 

 

上記意見書案を別紙のとおり提出いたします。 

 

 

 

 

 

令和４年３月１８日提出 

 

 

 

 

提出者 長沼町議会議員  中 村 千 春 

賛成者    〃     四 釜 慎一郎 

                 〃     保 井 和 博 

                 〃     曽我部 義 貞 

                 〃     坂 下 一 彦 

                 〃     薮 田   享 

 

 

長沼町議会議長  平 井 儀 一  様 
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コロナ禍での消費拡大対策の強化と水田活用の直接支

払交付金の見直しに関する意見書 

 

北海道の農業者は、昭和４０年代の米生産量の増加、米消費の減

少により米の余剰が発生し、昭和４０年代半ばより米価の維持、食

料自給率向上のため、国による減反政策のもとで、主食用米から他

作物への作付転換に協力してきた経緯があります。農業者は水田か

らの農業構造の転換を図ろうと尽力してきました。また、現況は畑

であっても圃場区域の大型化、用排水路の整備、暗渠排水の施工な

ど土地改良事業に費用と労力を掛け水田の機能の維持と生産基盤の

強化に務めて参りました。 

昨年１１月に示された「水田活用の直接支払交付金の見直し」内

容については「過去５年間に一度も水張りが行われていない農地を

交付対象水田から除外する」から「今後５年間に」となったもの

の、これまで国の減反政策に沿って生産調整に協力してきた北海道

の稲作農家にとっては、新型コロナウイルスの影響下、更なる経営

困難に陥ることが予想され農業経営と農村社会を崩壊しかねない重

大な問題となります。 

今後、地域で起こりうる状況として、転作畑からの水稲への転換

により米の生産数量の調整に問題が生じるとともに、水稲の過作に

よる米価の下落、主食用米の需給のみならず、新規需要米や小麦、

大豆、飼料作物等の需給においても、大きな影響があります。農業

収入の減少による土地の資産価値の低下、営農計画や地域農業振興

計画の大きな変更も迫られるなど農業生産者のみならず、地域農業

経済にも多大な影響を及ぼします。 

また、交付金の対象とならない水田が発生することにより、今後

の農地集積が進まず、耕作放棄地の増大につながり、安定的な食糧

供給も脅かしかねません。 

つきましては、農業者が安心して営農を継続できるよう、長引く
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コロナ禍に係る農畜産物の消費拡大対策等を強化するとともに、地

域生産振興や生産現場の意見も踏まえた運用となるよう、下記のと

おり要請します。 

 

記 

 

１ 直接支払交付金は持続可能な農業経営を後押しする重要なもの

であり、需要に応じた生産を行う産地を守り育てているため、慎

重な対応を図り、地域事情を十分考慮し地域の特色をいかした農

業が振興できる制度とすること。 

２ 新型コロナウイルスの変異株の急速な感染拡大により、収束の

先行き不安から一層の観光事業の低迷、飲食業の利用者の落ち込

みが長期化する懸念があり、今後も地域経済への影響が危惧され

ることから、米や乳製品、砂糖などの農畜産物の需要喚起と消費

拡大対策を強化するとともに、地域経済を活性化する対策など地

方自治体への対策関連予算を十分に措置すること。 

 

 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 

 

 

令和４年３月１８日 

 

 

 

長沼町議会議長  平 井 儀 一 
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提出先 

衆 議 院 議 長 

参 議 院 議 長   

内 閣 総 理 大 臣  各  通 

財 務 大 臣 

農 林 水 産 大 臣 


